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第 10 章　本書のまとめと結論

あとがき

第 1 章でも説明したように，本書の内容は，編者がこれまで中国の国内外
の各地で行ってきたいくつかのフィールド調査の内容から成り立っている．
これらの調査は，中国人の大学院生や研究者との共同研究として行ったもの
である．そのため，初出論文を執筆した段階では，その大半をこれらの共同
研究者との共著論文として発表している．

特に現地調査に基づいて作成した第 2 章～ 9 章の大半（第 4 章前半部と第
5 章以外）は，編者が九州大学大学院比較社会文化学府及び地球社会統合科
学府にて指導教員を務めてきた大学院生の修士論文または博士論文の一部を
加筆修正する形でまとめさせて頂いたものである．

初出論文の時点では，一冊の書籍にまとめるつもりで執筆したものではな
かったが，今回，一冊の著書としてまとめ直す際に，これらの調査データを
取捨選択・再解釈した上で考察内容を再検討し，新たな論考を加えて公表す
ることにした．具体的には，住宅価格高騰の中での中国の地域構造の変容を
検討するために，他地域出身者の大都市からの出身地に近い中小規模都市へ
の再移住や，これらの地域から元々移動しない人々の存在への注目，さらに
は中小規模都市における居住者の住宅購入と定住，海外への移住者や海外へ
の投資者による住宅購入という現象に着目する内容になっている．

初出の雑誌論文に学位論文の内容を共著論文として公表し，さらに本書に
もその内容を掲載することを承諾してくれた元指導学生である大学院修了生
の皆様には，この場を借りて厚く御礼申し上げます．

また，本書をまとめるにあたり，九州大学の大学院生である桑雯月さんと
楊楠さん，九州大学博士課程修了生の高寧さん（現・北京語言大学東京校専
任講師）にお世話になった．当初は，この 3 名の方々には，アルバイトとし
て謝金を支払う形で執筆・編集作業への協力をお願いしていたのだが，本書
の刊行のためには，この 3 名の方々のご助力や励ましによる効果が大きかっ
たこともあり，編集協力者としてお名前を記させて頂くことになった．

加えて，第 5 章の共著者として，特に現地調査にて多大な貢献をして下さっ
た徐亜文先生（現・県立広島大学講師）にも，実際の論文作成のためにご助
力を賜わっただけでなく，編者が前任校である広島国際学院大学にて勤務し
ていた 2006 年から，長年に渡り多くの励ましや心理的支援を頂いてきた．

また，出版事情が厳しい中，花書院の仲西佳文社長からは，本書の出版を
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破格の条件にてお引き受け下さることができた．
最後に，一人一人のお名前を記すことはできないが，本研究に対して多く

のアドバイスと励ましを頂戴した小島泰雄先生（京都大学）を代表者とする
中国の地域構造に関する科研費の研究グループの先生方と平素より多くのご
厚誼と学術的な刺激を賜わっている九州大学大学院比較社会文化研究院及び
地球社会統合科学府の先生方に心より御礼申し上げます．

付記：本書の内容は，出版社のご厚意により，九州大学機関リポジトリ
（https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/collections/qir）にて無料公開する予定
である．用語の検索や部分的な閲覧には，こちらのツールを利用頂けたら深
甚である．

＊本研究の調査にあたっては JSPS 科研費（基盤研究（C），課題番号
21K01048，研究代表者：阿部康久）による助成を受けた．

表紙写真の説明：表紙及び裏表紙にて使用している写真は，いずれも筆者
が 2001 年に東北地方沿海部の大都市である大連市中心部にて撮影したもの
である．表紙写真にある星海広場（2001 年 12 月撮影）の周辺では，当時，
高層ビルの建設が始まっていた．また，裏表紙写真にある大連世界貿易ビル

（2001 年 9 月撮影）は，当時の中国東北地方一の高さを誇ったビルであったが，
周辺にはまだ他の高層ビルは見られない状態であった．1998 年に住宅制度
改革がほぼ完成し，都市部での個人向け住宅の建設が始まっていた時期の写
真として適切と考え，表紙として採用させて頂いた．
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